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教科書改善と国際協力
一日本における歴史的動態の一側面一・
三　上　昭　彦
は　じ　め　に
　昨年（1992）年10月9日から1週間，筆者は初めて韓国を訪問する機会をもった。成田から
わずか2時間足らずでソウルの金浦国際空港に到着した。アッという間であり，改めて“もっ
とも近い外国”であることを実感したものである。訪韓の目的は，ソウルで開かれた第4回日
韓合同歴史教科書研究会に参加することであった。
　この合同歴史教科書研究は，両国の教科書執筆者を含む歴史学，教育学研究者と歴史教育者
が中心になって，それぞれ双方の高校歴史教科書の内容を検討し，不正確な記述，バラソスを
欠いた一面的な記述，欠落している重要な史実などを指摘し合い，あるいは個々の史実のとら
え方の相違を議論することをとおして，両国の教科書の内容を改善し，相互理解を深めること
をめざしたものである。
　この合同研究が開始されるきっかけとなったのは，藤沢法暎・金沢大学教授の労作『ドイツ
人の歴史意識一教科書にみる戦争責任論一』（亜紀書房，1986年）である。この著書を留学先
の西ドイツで読んだ韓国の李泰永・湘南大学前学長（ドイツ史専攻）が，そこで言及されてい
る西ドイツ＝ポーランドを中心とした国際的な教科書改善の取り組みに学び，日本と韓国の間
でも教科書の合同検討会を持とうと藤沢氏に呼びかけたのである。これに応えて，両氏の間で
合同研究会の持ち方が話し合われ，取り敢えず期間は2年間，両国で交互に2回ずつの合同研
究会を開催することになった。日本側では1990年の夏，日韓歴史教科書研究会が結成され，ほ
ぼ毎月1回のペースで研究会が積み重ねられた。第1回の合同研究会は1991年3月，東京（明
治大学）で開催され，続いて同年9月に第2回（ソウル），92年3月に第3回（東京・明治大
学），そして今回の第4回合同研究会がソウルで開かれ，ひとまずその第1ラウンドを終えた
のである。
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　2年間にわたる4回の合同研究会の日本側のまとめは，日韓歴史教科書研究会編『教科書を
日韓協力で考える』（大月書店，1993年3月刊行予定）と題して公刊される。今回の合同研究
会の詳しい内容とその成果，問題点はそれにゆずるが，日本と韓国の研究者・教育者が，それ
ぞれ双方の歴史教科書の内容を検討し，その結果を携えて交互に相手国を訪れ，一堂に会して
問題点や改善が必要であると思われる記述を議論するというこの合同会議は，わが国の教育運
動，教科書運動にとっても恐らく初めての試みであり，その意義は小さくないと考える。もち
ろん課題の大きさと困難さに比ぺて，今回の成果は初歩的なものであろう。国際平和と国際理
解をめざして，各国の教科書を国際的な視野と協力で改善しようとする国際的な努力は，欧米
諸国を中心にしてすでに1世紀余の歴史を持っている。今回の合同研究会の取り組みは，遅れ
ばせながら日本における“歴史的な第一歩”を切り拓いたものといえよう。
　しかし，歴史を振り返るならぽ，“教科書の検討を国際的な視野と協力で行う必要がある”
という提言は，わが国においても国際動向を背景にしつつ，何度か行われてきたことは想起さ
れてよい。最初の提言は，すでに1920（大正9）年に，国際連盟の第1回総会に向けて，わが
国初の教員組合といわれる啓明会によってなされているのである。今から70年以上も前のこと
である。戦後においても，1950年代のはじめに，ユネスコなどの国際的な動向と関わって教育
学者の勝田守一や歴史学者の上原専禄などによって提唱されている。
　小論では，先行研究に学びながら，こうした先駆的な提言のいくつかをフォローすることを
とおして，日本における教科書改善のための国際協力の努力と意義について考えてみたい（1）。
1　啓明会による先駆的「建議」と国際連盟
　1）　啓明会による国際連盟への「建議」
　国際理解と国際平和をめざして，各国の教科書を国際的な協力によって改善しようとする取
り組みは，1889年に開かれた第1回世界平和会議で，「国際的な誤解を深める教科書の検討」
が決議されたことに始まったといわれる（2）。その努力は第1次世界大戦によって中絶される
が，この大戦によって厳しい体験をへたヨーロッパでは，国際連盟が発足する前後から，まず’
フランスや北欧諸国の教員組合や歴史学者などによって，自国の教科書の中の排外主義的・好
戦的な内容を批判し，改善する活動として再開される（3）。1922年に国際連盟の下に「国際知的
協力委員会」（International　Committee　on　Intellectual　Co－operation，以下ICICと略称する）
が設置されて以降，同委員会による加盟各国の教科書の実態調査やそれを踏まえた国際協力㊧
呼びかけによって，2国間，多国間の共同委員会による教科書改善の国際的な取り組みが本格
的に展開されていくのであるω。
　私たちが注目すべきことは，日本の教員組合である啓明会が，1920年9月，国際連盟の第1
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回総会（同年11～12月）に向けて，各国に先がけて「国際教育会議」の開催を提唱し，その会
議の常設機関としての「国際教育局」および「教科書審査委員会」の設置，教育会議の毎年開
催などを建議していることである。
　啓明会はわが国における最初の教員組合として，下中弥三郎らによって1919年8月に結成さ
れるが，翌年9月に目本教員組合啓明会と改称，「教育を受くる権利一学習権一は人間権利の
一部なり」と高らかに宣言する有名な「教育改造の四綱領」を発表する。周知のようにこの綱
領は，「教育理想の民衆化」，「教育の機会均等」，「教育自治の実現」，「教育の動的組織」の4
つの柱から成っている。第1の柱である「教育理想の民衆化」のなかには，「全人類愛の精神
に立脚して敵i氣心を助成すべき教科を排斥し，紳士閥の自衛策に根源する侵略主義に反対す」
との1項が掲げられ，その精神を徹底する具体的方策として，「国際連盟の完全なる発達を期
し，各国民相互の正当なる理解を促さんが為めに国際教育会議の開催を要求する」とうたわれ
ている⑤。
　この綱領にもとついて国際連盟へ送付された「建議」は，つぎのようなものであった。
　　　「国際聯盟の完全なる発達を期し，各国民相互の正当なる理解と深厚なる友愛を促進せ
　　んがため，速に国際教育会議を召集せられんことを熱望す。右提議御採択の上は，常設機
　　関として国際教育局を設置すること，同局中に教科書審査委員会を設置すること，毎年教
　　育会議を召集すること等，すべて連盟会議に於て決定せられたし。」（6）
　また下中らは，この国際教育会議が開催された場合に，そこで検討すべき事項として，「敵
憔心を助長すべき一切の教科の排斥」，「国際的歴史教科書の編纂」，「国際語の選定並に採用」，
「各国民被教育権の国際的承認」など数項目を掲げるとともに，開催希望地としては上海，コ
ンスタンチノープルをあげるなど会議の具体的な構想を描いていたという（7）。とりわけ教科書
や教材の改善に関する検討課題として，（1）「教科書の国際的点検」機関の設置，（2）各国の小中
学校教科書の中から，「敵悔心を挑発するような思想」，「各国民の生活情態を曲げて尊く又曲
げて卑しく記述したり，その風俗習慣をポソチ化したりした事項」の排除，（3）「国際心を育成
すべき」教科書や教材の検討，（4）子どもの作品などの国際交流，などが提起されていたことは
注目される⑧。
　この「建議」は，同時に欧米各国の教員団体へも送付された。また，同趣旨の二度目の「建
議」が，翌1921年7月，国際連盟の第2回総会（9月～10月）へ向けて，下中をはじめ沢柳政
太郎（帝国教育会会長），野口援太郎（帝国連合教育会理事），阪谷芳郎（大日本平和協会会長），
目賀田逸子（婦人平和協会会長）など8名の連名で提出される。啓明会が提唱した国際教育会
議の開催の要望は，その後帝国教育会などの教育団体や平和団体にも支持され，一定の広がり
を見たことは注目すべきであろう（9）。
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　2）「建議」の理由と国際連盟の対応
　ところで啓明会などがいち早く国際連盟へさきのような「建議」を提出した理由はどのよう
なものであったのだろうか。啓明会の思想の根本には，その綱領や下中の諸論稿で繰り返し指
摘されているように，「全人類愛の精神」に立って諸国民，諸民族の間における差別や支配を
なくし，自由で平和な国際社会を実現しようとする主張があった。したがって，国際協力と平
和の実現を目的に掲げて発足した国際連盟の役割に関心をよせ，その「完全なる発達」（啓明
会綱領）を期待したのであろう。下中によれぽ，連盟の目的達成のためには，政治的経済的協
定だけでは効果がなく，「教育手段による文化的提携」が必要である。「世界平和の実現への根
本にしてかつ最先の問題は教育問題」である。それには，先進強大国の国民だけでなく後進弱
小国の国民すべての教育，すなわち「全人類の教育の機会均等」が不可欠である。しかもその
教育は，「人間の等価，民族の平等」という「全人類愛の精神にハッキリと立脚」しなくては
ならない。しかし，各国の教育はなお強国主義に立った愛国心を養成し，他国への敵悔心や偏
見を助長している。それゆえ，「人類愛の精神の国際的徹底への一方策として国際教育会議を
開くことが緊急切要」（10）であるとしたのである。啓明会およびその理論的指導者である下中
らは，「教育による社会改造」を基本的な立場としていたが，この「建議」はそれを国際社会
の改造へと敷術するものであったと言えよう。
　啓明会などによる二度の「建議」は，いずれも国際連盟の総会議題として正式に取り上げら
れず，したがって採択されなかった。当時，連盟の事務局次長であった新渡戸稲造によれば，
その理由は次の2点であったといわれる。一つは，連盟総会の議題は事務総長あるいは加盟政
府から正規の手続きにより提出され，理事会の承認をへたものに限られており，この「建議」
のような私的団体からのものは，通常議題とはならないこと。二つは，国際教育会議の開催要
求は他にも各方面から出されているが，理事会をはじめ加盟国の中に，時期尚早論と「一国の
教育方針に関し国際的干渉を受くることを喜ばざる傾向」が強くあったこと，である（もっと
も「建議」は，まったく日の目を見なかったわけではない。新渡戸らの努力により二度目の「建
議」全文は連盟の「総会会報」に掲載され，総会一般には告知されたという）（11）。
　しかしながら，国際連盟が学術文化や教育問題に関して無関心であったわけではない。第2
回総会ではICICの設置が決議され，その際，「教育問題に国際連盟がどうかかわるのか」が
集中審議されている。その中では，連盟が教育問題に取り組むことが，それ自体「内政干渉」
との誤解を招いたり，国家が教育の自由と自主性を統制する契機とならないような方向が真剣
に模索されていることは注目すべきであろう。その後，連盟はICICを中心として，「国際連
盟教育」，「国際理解教育」，「教科書の国際的改善」などの教育問題に積極的な取り組みを展開
していくのである（12）。
　このように，啓明会によるこの「建議」がICICの設置に直接的な影響をもたらしたかどう
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かは必ずしも明らかではないが，その後の連盟やICICの動向を見るならぽ，それは，歴史的
かつ先駆的意義を持っていたということができる。
2　戦後における歴史教科書改善の国際動向と日本
　1）　歴史教科書改善ユネスコ国際会議と勝田守一の提唱
　第2次世界大戦後における国際的な教科書改善の取り組みに中心的な役割を果たしてきたの
は，いうまでもなくユネスコである。1945年11月にロソドソで結成されたユネスコは，当初か
ら国際理解と国際平和のための教育を国際協力をとおして実現すること，とりわけ歴史教科書
を改善することに大きな努力を傾けた。国際連盟時代にICICが果たした役割を継承するとと
もに，それをいっそう発展させていくのである。
　ユネスコは，46年11月から12月にかけてパリで開催された第1回総会で，「教科書および教
材の改善に関する9力条の綱領」を採択し，それにそった活動の一環として，教科書とくに歴
史教科書改善のための国際会議の開催に力を注いだ。1950年代初頭までに，つぎのような一連
の国際会議がユネスコ主催で開かれている。（1）国際理解のためのユネスコ・ゼミナール（1947
年7月～8月），（2）教科書とくに歴史教科書改善のためのユネスコ第1回国際教育者ゼミナー
ル（1950年7月～8月），（3）諸国民の相互理解をすすめる手段としての歴史教育に関するユネ
スコ国際教育者ゼミナール（1951年7月～8月），の三つである。「これら一連の国際会議は，
第2次大戦によって絶たれていた世界各国の教育者たちの国際交流を再開させ，教科書改善の
ための2国間協力の重要な契機となった」のである（13）。
　こうしたユネスコの活動を，いち早く国内に紹介し，その意義を訴えたのは教育学者の勝田
守一である。勝田は，ベルギーのブリュッセルで開かれた上記「教科書とくに歴史教科書改善
のための国際教育者ゼミナール」に，文部省派遣の日本の“代表”として参加し（なお日本の
ユネスコ加盟は翌年6月である），その概要を雑誌r世界』に報告している（14）。会期6週間に
わたるこのセミナーには西欧，北米の諸国を中心に20数力国，50名前後が参加したが，アジア
からの参加は日本の他はタイのみであったという。セミナーでは，（1）教科書の作成・出版およ
び選択，（2）教科書の使用法および教師の訓練，（3）歴史の教授，（4）世界史の教科書の四つの研究
グループが組織され，研究・討論は，「教科書の向上と改善のための最善の方法はなにか，国
際理解に寄与するような，歴史および他の教科書の普及と効用は，どうしたら保障できるか」
というテーマに集約された。
　勝田は，最初のグループ（教科書の作成・出版および選択）に参加するが，さきのr世界』
掲載論文のなかで，セミナーでの印象深かった問題として，いくつかの重要な論点を指摘して
いる。第1は，歴史教育におけるナショナリズムと国際理解の問題である。第2次大戦後のア
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ジア諸国におけるナショナリズムの新たな台頭を前にして，この問題は今後の重大な争点にな
って来るだろう。そしてこの問題とかかわって，第2は，「歴史教育の目的とは何か」，「国民
史を世界史の中に解消し得ることができるかどうか」という二つの根本的問題があるとしてい
る。さらに，国際理解の促進とならんで，「基本的人権」の教育が重要な問題になると述べて
いる。これらの問題はいずれも今日における重要な論点でもある。勝田は最後に，教科書の改
善問題は，教育政策と関係して各国政府への勧告が必要であるが，こうした運動がほんとうに
実を結ぶためには，非政府的な民間の個人・団体による下からの盛り上がる力と協力が大切で
あるとして，特に教員組合がこうした運動に力を注ぐことを訴えている。
　なおユネスコは，このセミナーの成果を広く世に問うために，その討論と結論をもとにした
小冊子『歴史教科書と国際理解一世界理解のために一』（1953年）を発刊している。この冊子
はわが国でも，勝田の手で翻訳され，1956年に公刊されている（15）。
　2）　上原専禄による本格的な問題提起
　1953年10月，歴史学者の上原専禄は，歴史学研究会主催の歴史教育懇談会において，「歴史
研究と歴史教育」と題して多くの示唆に富んだ報告を行った（16）。そのなかで上原は，西ドイ
ツで1951年から刊行され始めた『歴史教育のための国際年誌』に掲載されているヨーPッパ各
国における歴史教科書の相互批判の活動，歴史教育のための国際会議や協議の事例を紹介しつ
つ，つぎのような注目すぺき提言をしていたのである（17）。
　すなわち，今まで日本では歴史教育を日本史教育と世界史教育に二分し，しかも問題を日本
の中だけで考えてきたが，今後の歴史教育は果たしてそれでいいのだろうか。たとえぽ，アジ
ア地域全体の諸国民との協力による歴史教育というようなことを考える必要がないだろうか。
第2次大戦後に独立したアジア諸国民の歴史教育との結びつきや，世界の国々の歴史教育との
結びつきの問題を考える必要はないのか。それらの国々でどういう歴史教育がなされているの
か。アジアの平和や世界の平和の問題は各国教科書でどう扱われているのか。そこには相互に
相談し合う問題はないのか。こうした問題を，ヨーロッパとは事情はだいぶ違うにしてもアジ
アでもやる必要はないだろうか，と。
　上原報告が行われた当時は，周知のように，朝鮮半島や台湾海峡を中心に極東での軍事的緊
張が高まり，国内では，再軍備政策をはじめ戦後の民主的諸改革への“逆コース”政策が本格
的に押し進められ，それに連動して戦後教育も大きな曲がり角に直面していた時期である。さ
きの提言は，そうした動向の一環として企図されていた社会科の再編政策に対して，当面の批
判的な活動の必要性とともに，歴史研究者と歴史教育者が「共働」（上原）してとるべきより
積極的な措置，その中にある原理的問題として述ぺられたものであった。
　この報告をめぐる討論では，「原則的な問題と当面の歴史教育の危機をどのように結合させ
て考えるか」，「歴史研究と歴史教育の関係」などに主要な論点が集中して，アジアでも各国の
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歴史教科書を国際的に検討・改善すべきではないか，という上原の提起はほとんど留意されな
かったようである（18）。しかし，当日の会合に参加し，上原報告に触発された阪東宏が，r歴史
教育のための国際年誌』（第2冊）の詳しい紹介を行い，つぎのような論評をしていることは
注目される（19）。すなわち，米独歴史家会議の内容に見られるように，そこには英・米・独・
仏といった帝国主義諸国間の対立については相互に「民族主義的偏見」を抑制した記述や公平
な記述をすべきであることは留意されているが，スラブ人（ソ同盟）を含めアジア人および植
民地諸民族などについては，「帝国主義の見地」からしか検討されていないという重大な問題
点がある。こうした内容のコスモポリタニズムでは，決して「民族主義の偏見」を清算するこ
とも，世界史の発展を認識することもできない。ひるがえって日本の教科書ではどうか。太平
洋戦争の記述は，中国，’ Cソドおよび南太平洋諸民族の批判に耐えるような内容になっている
だろうか。「差当り日本のいかなる歴史家・歴史教育者も自由に参加でき，ただ学問的権威の
みを権威とし平和に貢献する国民を育てることを目的として歴史教科書を検討しうるような場
所をつくることが急務である。そうして『国際年誌』が西欧で試みているような事業をアジア
において，もっと高い内容で実現してゆくことを熱望する」，と。
　しかしその後長い間，「日本の歴史研究者・教育者は上原専禄のこの提言を継承発展させ，
具体化することがほとんどできなかった」と言われている（20）。その背景と要因を明らかにす
ることは今後の課題であるが，東アジアにおける政治的状況と日本政府の対外政策の問題，国
内の教育政策をめぐる対立の激化，教育運動や研究運動における国際認識（とりわけアジア認
識）の問題，さらに日本国民の中にあるアジア認識と歴史意識の問題などが相互に影響してい
たことは間違いないだろう。また，こうした状況を背景として，国内のユネスコ委員会をはじ
めとするユネスコ活動の弱さとその体質も一つの要因として指摘できよう（もっとも，最近に
なって，韓国の歴史研究者によって，一つの興味深い事実が明らかにされている。1965年の末
頃，ユネスコ勧告を受けた日韓両国のユネスコ国内委員会の合意によって「歴史教育協議会」
の開催が決まり，韓国側のイニシァティブによる第1次会合をソウルで開くことになっていた
が，家永教科書訴訟に直面した日本側の要請で協議会は無期延期となったという）（21）。
3　アジア諸国の教科書批判と国際協力の「第一歩」
　1）　アジア近隣諸国による教科書批判と政府の対応
　勝田や上原の問題提起からほぼ30年を経た1982年の夏，高校歴史教科書の検定をめぐって中
国，韓国などアジアの近隣諸国の政府や民衆から厳しい批判が展開されたことは未だ記憶に新
しい。それは直接的には，文部省の教科書検定によって，戦前の日本がこれらの国々に対して
行った侵略戦争と植民地支配に関する多くの史実が歪曲されて記述されていることに抗議し，
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その即時是正を強く求めるものであった。しかし，噴出した批判の根底にあったものは，日本
の政府・文部省の歴史認識と基本姿勢への不信であった。すなわち，アジア諸国に対する戦前
日本の侵略行為を明確に認め，それを反省・謝罪し，過去をきっぽりと清算する基本姿勢を持
っているかどうかへの疑問と不信であったと言ってよい。確かに日本政府は，戦後20年以上も
経ってからではあるが，1965年の「日韓共同コミュニケ」では，「過去の関係は遺憾であって
深く反省している」とし，1972年の「日中共同声明」においては，「過去において日本国が戦
争を通じて中国国民に重大な損害を与えたことの責任を痛感し，深く反省する」と述べ，正式
に反省の意を表明している。しかし，前者はもとより後者の声明においても，日本の過去の行
為が「侵略」であったとの明確な表現は避けられている。さらに重大なことは，その後の文部
省の学習指導要領や教科書検定の内実をみれぽ，「侵略」を「進出」としていることに象徴さ
れるように，過去を「深く反省」し，それをきっぽりと清算しようとする真摯な姿勢はほとん
ど見られなかったからである。日本の政府が問われたのは“二重の責任”であった。一つは未
清算の過去に対するものであり，二つは戦後の対アジア政策と教科書検定に典型的に示された
教育政策自体に対する責任である。
　これに対して日本政府は，中国政府から最初の正式抗議（1982年7月26日，なお韓国政府の
それは8月3日）がなされた1ヵ月後にようやく，「アジアの近隣諸国との友好，親善を進め
る上でこれらの批判に十分耳を傾け，政府の責任において是正する」とする「官房長官談話」
（同8月26日）を「政府見解」として発表した。これを受けて文部省は，教科用図書検定調査
審議会に対し，「歴史教科書の記述の在り方について」諮問し（同9月14日），その答申（同11
月16日）．にそって，「近隣のアジア諸国との間の近現代の歴史的事象の扱いに国際理解と国際
協調の見地から必要な配慮がされていること」との一項を教科書検定基準に追加したのである
（同11月24日）。こうして，国内問題を越えて国際問題化し，さらに厳しい外交問題に発展した
わが国の教科書検定問題は，政治外交的レベルでは“一応の決着”が図られたことは周知のと
おりである（22）。
　2）　アジア諸国の批判と国際協力による教科書改善の「第一歩」
　アジア諸国の批判への対応は，政府や文部省レベルの政治的措置で終わるものではない。そ
れは同時に，1950年代初頭以降，上原が繰り返し指摘してきた日本国民全体の歴史認識と歴史
意識を改めて問うものであった。とりわけアジア諸国民に対する侵略戦争や植民地支配の正確
な事実認識と加害責任の自覚は決して十分なものではなく，「政府の態度をこれまで正しえな
かった日本国民の意識に重大な問題と責任がある」（23）と言わざるをえないからである。
　また，文部省の検定を厳しく批判し，より良い教科書づくりに努力してきた教科書執筆者を
はじめとする関係者などに対しても新たな反省と課題を提起するものであった。1950年代の半
ば頃から急速に“検閲としての性質”を強めていく教科書検定に対して，良心的な執筆者や編
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集者はこれを厳しく批判してきた。一部は執筆を断念し，他の者は教科書に真実を貫こうと粘
り強くギリギリの抵抗を続けてきたのである。その中でも，1965年に家永三郎・東京教育大学
教授（当時）により国を相手どって起こされ，その後今日に到るまで継続されている教科書検
定訴訟とそれを支援する全国的な運動は特筆に値するものである。学問の自由を守り，教科書
に真実を貫くという原理的課題から見ても，より良い教科書をつくるという当面の課題から見
ても，現行の検定制度とその運用を抜本的に改革する課題は不可欠であるからである。アジア
諸国の批判は，一面では国内におけるこうした教科書改善の努力や検定批判の運動の結果とも
言えるのである。しかし同時に，それは教科書執筆者をはじめとする関係者の姿勢と国内の運
動の弱点を問い，新たな課題を提起するものであった。すなわち，一つは，執筆者や編集者の
固有な社会的責任（アジアの民衆に対する責任をも含め）であり，二つは，自国の教科書問題
を国際的視点から，とりわけアジアの視点からとらえる姿勢であり，三つは，歴史等の教科書
の改善を国際的協力のもとで行うことの必要性と重要性の自覚である。
　これらの批判を契機にして，ヨーロッパを中心にして積み重ねられてきた国際協力による歴
史教科書の改善の努力（とりわけ西ドイツ＝ポーラソド教科書勧告など）に学ぶことの必要性
が改めて多くの論者によって指摘されたのであった（24）。また，中国，韓国・朝鮮などアジア
の近隣諸国との歴史教育や歴史教科書に関する本格的な研究・交流が始められて来たのであ
る（25）。今回の日韓合同歴史教科書研究も，その一翼を担う試みのささやかな「第一歩」であ
る。
　ヨーロッパでは，昨年，12人の国籍を異にする歴史家の協同により，自国史を越えた共通の
歴史テキストとして『ヨーロッパの歴史』が刊行されている（26）。歴史や諸状況の異なる東ア
ジアの地で，西ヨーロッパの試みを同じような形で実現することは容易にはできないだろう。
しかし，小論で垣間見たわが国における教科書改善の国際協力の提言や，国際的な経験から私
たちが学ぶものは少なくないと思われる。
注
（1）小論は，拙稿「教科書改善の国際協力と日本の教育運動」（前掲『教科書を日韓協力で考える』所
　　収）で素描した関係部分をもとに，それを大幅に加筆したものである。
（2）勝田守一「国際理解の教育」（『教育学事典』平凡社，1954年および同著作集1『戦後教育と社会科』
　　国土社，1972年）。
（3）　同「平和教育への国際的協力」（『世界』1951年1月号および同前著作集1）。
（4）詳しくは，深山正光「国際連盟と教育一国際教育の国際的発展（1＞一」（『静岡大学教育学部研究報告
　　一人文・社会科学編一』第33号，1983年）および藤沢法暎『ドイツ人の歴史意識一教科書にみる戦争
　　責任論一』亜紀書房，1986年など参照。
（5）　綱領の全文は，『万人労働の教育一下中弥三郎教育論集一』平凡社，1974年参照。
（6）下中弥三郎伝刊行会編『下中弥三郎事典』平凡社，1965年，104頁（木戸若雄執筆）。
（7）同前。
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（8）　下中「全人類愛に徹底せよ」（国際教育協会編『国際教育の理論及実際』文化書房，1923年）。
（9）　詳しくは，山崎裕二「第一次大戦後における『国際教育運動』の成立と展開一大正期教育改造運動
　　の国際主義的側面一」（青山学院大学教育学会『教育研究』30，1986年）参照。なお2度目の建議の
　　英文原文は，中野光『改訂増補・大正デモクラシーと教育』新評論，1990年に全文紹介されている。
（10）下中「人間の等価，民族の平等」（前掲『万人労働の教育』所収）および下中前掲論文など。
（11）　「国際教育会議開催建議案に就て在ジュネーパ新渡戸博士よりの来信」（『帝国教育』473号，1921年
　　12月号）。
（12）　ICICを中心とした国際連盟の教育問題への取り組みの経緯と問題点についての本格的な分析につ
　　いては，前掲・深山論文を参照されたい。この点に関する小論の記述もそれに多くを負っている。
（13）　藤沢，前掲書，236～238頁。
（14）前掲・勝田「平和教育への国際的協力」。
（15）　この冊子は，セミナーの幹事の一人であり，第1グループの議長を務めたJ・A・ローアライズ（ロ
　　ンドン大学教授）の手でまとめられ，ユネスコによって，“各国教師のためのシリーズXI”として公
　　刊されたものである。勝田による邦訳書は，同様の書名で古今書院から出版された。
（16）『歴史学研究』1954年1月，および上原『歴史意識に立つ教育』1958年，国土社等に収録）。
（17）　なお上原は，この報告のほぼ1年前に，r歴史教育のための国際年誌』を紹介し，ヨーロッパにお
　　ける歴史教育および歴史教科書に関する国際的検討の動向と意義についてふれている（「現代日本に
　　おける歴史教育一日本と同じ運命を経たドイツ・オーストリアと比較して」『教育』1953年1月号）。
（18）
（19）
（20）
（21）
「討論の要約」（前掲（16）の『歴史学研究』所収）。－
阪東宏「歴史教育についての米＝独歴史家会議について」（『歴史学研究』1954年7月号）。
同前「歴史教科書の国際的検討」（『歴史評論』1982年11月）。
李元淳「韓日両国の相互理解を深めるために」（君島和彦・坂井俊樹編著『朝鮮・韓国は日本の教
　　科書にどう書かれているか』1992年，梨の木舎）。
（22）　詳しくは，本多公栄rゆれる教科書問題への提言』あゆみ出版，1982年，高嶋伸欣『八〇年代の教
　　科書問題』新日本出版，1984年などを参照。
（23）　「『政府見解』に関する市民の意見」（1982年8月），この「意見」は，「教科書問題を考える市民の
　　会」など8団体によって作られた「教科書問題で文部省に抗議する市民のデモ実行委員会」が公表し
　　たものである。
（24）藤沢・前掲書および前掲の深山，阪東論文のほか，西川正雄ほか「『西ドイツ＝ポーランド教科書
　　勧告』と西ドイツの歴史教育」（『教育』1985年2～4月号）。
（25）比較史・比較歴史教育研究会編『自国史と世界史』未来社，1985年，同『共同討議　日本・中国・
　　韓国』ほるぶ出版，1985年，同rアジアの「近代」と歴史教育』未来社，1991年，西川正雄編『自国
　　史を越えた歴史教育』三省堂，1992年など。
（26）　『ヨーロッパの歴史』については，前掲（1）の拙稿で簡単な紹介をしておいた。
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